
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 長野県 南牧村

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【人件費】  　類似団体中、経常収支比率は最も低くなっており、要因としては人口1,000人当たり職員数が類似団体平均に
比べ2割以上少ないことと、職員給の水準も低く抑えられていることが挙げられる。退職金を含めても類似団体平均を25.9％
下回っており、今後も現行水準を維持していく。
【物件費】　　類似団体平均に比べ経常収支比率が高くなっているのは、財政比較分析でも述べるように中学生の海外研
修事業を実施していることや、業務・行政システムの積極導入による使用料及び賃借料の伸びが挙げられる。これにより人
件費が抑制されている側面があるが、今後、使用料等の適正化や業務の統合を更に図り、物件費全体の抑制を図る必要
がある。
【扶助費】　　類似団体平均に比べても低い水準に抑えられているとともに、経年変化でも横ばいから減少傾向にある。これ
は福祉事務所を単独では有しておらず生活保護費について所管していないことも要因の一つである。一方、単独事業のう
ちの民生費・社会福祉費のみに目を転じると類似団体を87.9％上回っているが、これは独自施策である16歳未満の者の医
療費無料化など福祉医療が手厚く実施されていることが要因であるといえる。
【公債費】　　類似団体平均をやや上回っている。これはここ数年来、防災無線デジタル化や保育園・小中学校などの教育
施設整備、公民館などの社会教育施設整備、老人福祉施設整備など多額の費用を要する施設整備を重点実施したことに
よるものであり、ＣＡＴＶのデジタル化対応も完了し供用開始したことから今後逓減傾向に向かうが、民間資金等の繰上償還
を計画的に実施し公債費負担対策を講じていく必要がある。
【補助費等】　　類似団体平均に比べても低水準に抑えられているが、これは平成16年度策定の行財政改革プランに則り、
各種団体の補助の見直しを実施した成果である。ただし、農業立村であることから、農林水産業関係の単独分では類似団
体を86.6％上回っており、農業振興を図っている。今後も適切な補助金支出に努め、安易な補助・増額は行わない方針であ
る。
【普通建設事業費】　　普通建設事業費の人口1人当たり決算額は、平成16年度以降、類似団体平均を大きく上回っている
が、これは村の行政範囲が広く集落が点在しており、効率的な施設整備が困難なことと、主産業である農業において機械
の大型化が進み、道排水路の改修が急務であることが挙げられる。また、2011年の地上波完全デジタル化対応事業や、体
育館や校舎改築などの学校教育施設と特別養護老人ホーム増床整備など老人福祉施設整備が重なったことも大きな要因
である。これら集中投資により、大型事業は一段落し、今後は逓減することが予測されるが、必要なインフラ整備は今後も
実施していくことが住民福祉の向上からも必要不可欠である。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 412,861 122,257 176,944 ▲ 30.9
賃金（物件費） 53,592 15,870 12,023 32.0
一部事務組合負担金（補助費等） 75,303 22,299 27,393 ▲ 18.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,238 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 12,702 3,761 7,805 ▲ 51.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 23,169 6,861 4,398 56.0
▲退職金 ▲ 33,909 ▲ 10,041 ▲ 18,283 ▲ 45.1
合計 543,718 161,006 212,519 ▲ 24.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 15.69 19.82 ▲ 4.13
ラスパイレス指数 91.9 92.5 ▲ 0.6
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

756,562 224,034 173,360 29.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 97,885 28,986 30,472 ▲ 4.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

35,709 10,574 9,021 17.2

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 5,681 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 127 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 712,993 ▲ 211,132 ▲ 141,001 49.7

合計 177,163 52,462 77,660 ▲ 32.4
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

711,947 204,700 ▲ 3.4 218,559 ▲ 15.6 12.2

うち単独分 547,619 157,452 13.0 106,642 ▲ 12.1 25.1

734,761 213,593 4.3 176,460 ▲ 19.3 23.6

うち単独分 597,858 173,796 10.4 93,267 ▲ 12.5 22.9

949,946 277,681 30.0 172,020 ▲ 2.5 32.5

うち単独分 603,333 176,362 1.5 77,280 ▲ 17.1 18.6

1,090,442 319,590 15.1 155,309 ▲ 9.7 24.8

うち単独分 376,846 110,447 ▲ 37.4 69,293 ▲ 10.3 ▲ 27.1

1,014,154 300,312 ▲ 6.0 161,387 3.9 ▲ 9.9

うち単独分 239,873 71,031 ▲ 35.7 66,794 ▲ 3.6 ▲ 32.1

過去５年間平均 900,250 263,175 8.0 176,747 ▲ 8.6 16.6

うち単独分 473,106 137,818 ▲ 9.6 82,655 ▲ 11.1 1.5

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

H18

H19

H15

H16

H17

人口1人当たり決算額の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H15 H16 H17 H18 H19

（円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 長野県 南牧村

当該団体値 類似団体平均値


